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新規参入農業経営体に対する社会的障壁

棲井清一*

〔キーワードJ:新規参入，障壁，農村社会

1. はじめに

家業としての農業を世帯内の年長世代から若い

世代へと継承するのが日本の農業経営体の一般的

な継承方式である.しかし以前より，世帯内の継承，

すなわち「あとづき」の確保と彼/彼女への経営継

承は難しくなっており，家族経営体の減少が顕著で

ある.その一方で、，非農家出身者が自らの意志で農

業に参入するケースが， 1990年代半ば頃より徐々に

ではあるが増加している.農水省の調査・統計によ

れば， 1990年代初頭には年間 100名前後であった新

規参入者は， 2000年代初頭に年間 500名を超え，

2011年には2100名に達している.こうした個人・

家族レベルの新規参入者に加え，近年では一般企業

が様々な形態をとりつつ法人経営体として農業に

参入するケースも散見される.新たに農業に参入す

る経営体の経済的・社会的位置づけは確かに高まっ

ているといえるだろう.

もちろん，これまで家族による農地の所有と経営，

そして継承を半ば前提視してきた日本農業に参入

することは決して容易なことではない.参入した経

営体自身の努力が必要なことは言うまでもないが，

意欲ある参入者を支援するべく，様々な政策的支援

もとられてきた.支援の現場では，新規参入者が直

面する様々な困難が浮き彫りになり，それを改善す

べく多様なプログラムが用意されてきた.

新規参入者が抱える障壁とその対応策について，

これまでにも多くの研究者・実践家が論じている 1)

そこでは経済的な参入障壁を中心に問題点が明ら

かにされている.しかし農業に参入する現場では，

経済的要因には還元できない様々な社会的障壁も

存在する.社会的障壁については，その存在自体は

やはり多くの論者が指摘しているが，その内容や対

応策については，後述するように類型的な把握が難

しいためか，詳しく論じられることはなかった.
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1)研究動向をまとめた新しいレヒ、ューとしては，内山 (2012)が

ある

そこで本稿では，農業に新規参入する個人・家族

または企業が直面する社会的障壁について，多少な

りとも具体的に把握することを目指し，予備的考察

を行う.まず家族経営体の新規参入における社会的

障壁を整理する (2節).続いて一般企業による新規

参入をめぐる社会的障壁を考える際の留意点をま

とめる (3節).さらに経済的参入障壁と比較した場

合の社会的障壁の特性について整理する (4節). 

2 社会的障壁の具体例

まず，家族経営農業を目指す新規参入者にとって

の社会的障壁の具体例を，先行研究での指摘および

筆者自身の調査経験に基づき整理してみる.

(1)家族構成員の農業参入に対する協力

「平成23(2011)年新規就農者調査J(農林水産

省)によれば，新規参入者の 89%が男性である.ま

た年齢には幅があるものの， 30代が最も多く，全体

の26%を占める.意欲的な若い男性とその妻(配偶

者)，そして幼い子どもが 1~2 名という家族が典型

的な新規参入者の家族構成として想定できる.既存

の報告でも，こうした家族を新規参入農家として暗

黙裏に前提しているものが多いと思われる.

新規参入者の就農相談に携わった井出 (1997)は，

意欲ある男性が家族に相談せず「男一匹Jで農業に

参入することの危険性を指摘している.男性が強い

意欲を持っていても妻の同意と協力がない場合，経

営が持続しない例は少なからずあるという.また新

規参入者に限らず農家一般に見られることだが，配

偶者が教員，看護師など専門的な職業に就いている

場合，農村部に移住しでも適当な職場を探すことが

困難であるため，農業参入に否定的になることもあ

るあるいは移住先で同様の職業に従事できる場合

でも，配偶者はその職業に専念するため，今度は農

業労働力として期待できなくなる.簡単に補助労働

力を調達できない新規参入農家にとって，配偶者の

協力なしで営農を続けるのはかなりの負担となる.

子どもの意見も無視できない.就学し一定の年齢

に達している子どもであれば，居住地の突然の変更
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や転校は大きなストレスとなる.井出(1997)によ

れば，子ども世代が農村移住を拒絶したため，親夫

婦のみの新規就農を目指したものの，結局挫折した

事例もあるという.

また原 (2009)は新規参入農家の女性の地域活動

に対する参加状況や意識を分析し，女性が男性(夫)

に比べ集落・地域内における対人ネットワークの基

盤が弱いことを指摘している.現実問題として，地

域への定着の度合いに男女差が生じやすいことを

示唆している.

家族経営である農家にとって，核となる農業者だ

けでなく，その家族からも就農に対する同意が十分

にとれていないと，就農をきっかけに逆に家族の結

びつきが崩壊し，参入の失敗につながる危険性があ

る.

(2)学校教育

自然に恵まれた農村部で子育てすることをポジ

ティブに捉え，新規参入の理由のーっとする参入者

も多い.しかし全国的に少子化が進むなか，農村部

ではこれまで以上に学校の統廃合が進み，都市部の

ように徒歩あるいは自転車で通える範囲に立地す

る学校で学ぶこと自体が難しくなっている.

筆者が調査に訪れることの多い千葉県南房総地

域でも，学校の統廃合は進んでいる.この地域は生

徒の卒業後も父兄がPTA組織に関与したり，スポー

ツ少年団の活動が盛んである等，地域全体の教育熱

は高い地域である.それでも中学校は統合により町

村レベルで l校にまとめられるケースが多かった.

小学校は統廃合を免れ，旧村レベルで維持されてき

たが，近年，小学校にも統廃合が及んでいる.自治

体はスクールパスを用意し，登校のためのアクセス

を確保しているが，子どもにとって遠距離のパス通

学はやはり負担になるだろう.

また農村の学生が高校に進学する場合，地元に適

当な高校が見つからず，遠隔地で下宿生活を余儀な

くされることも多い.

新規参入農家は大学出身者も多く，相対的に高学

歴である.子どもの教育に対する関心は高いと思わ

れるが，地域の学校へのアクセスは厳しくなり，中

等教育における進学の選択肢も限られていること

に留意する必要がある.

(3)医療・健康問題

江川 (1997)は新規参入者の実態を調査したアン

ケート結果を分析した後，今後の検討課題として参

入者の健康問題を指摘している.多くの参入者は短

期間 (3~5 年程度)で農業経営を軌道に乗せようと

するため，かなりハードな営農活動を行いがちであ

る.農村部では休日をとる習慣がなかったり，休日

を取れる場合でも販売先(卸売市場や量販庖など)

のスケジュールに合わせて設定されることが多い

ため，ますます過剰就労状態に陥りやすい.

体調が優れない場合，医師の診察を受ける必要が

ある.農村の医療問題は古くから指摘されてきたこ

とだが，状況は決して好転しているとはいえない.

もちろん，治療を必要とする患者と医師とのミス

マッチは農村部に限った問題ではなく，救急医療や

医師不足の顕著な特定診療科(産科，小児科など)

をめぐる問題は都市部でも深刻である.また病院施

設の立地状況をみれば，公立・組合立病院は地方・

農村部にもある程度設置されている.しかし医療施

設はあっても，そこで働く医師が派遣されず，十分

な診察・治療ができないケースは多い.効果がある

のかは今後の検証を待たねばならないが，地方闇の

大学医学部がこぞ、って修了後の地域派遣を前提と

した特別枠入試制度を設けていることからも，問題

の深刻さが伺える.また都市部に比べ，住民密着型

の「町医者」的な診療医も少ない.

(4)地域社会での集団参加と役割分担

農村社会には，おおむね集落単位で営農と生活両

面に関する情報伝達と意思決定を担う組織が存在

し，その会合である「寄り合い」が開かれる.また

営農および生活に関する様々な機能別集団が存在

する.高齢化や過疎化にともない，一部の組織・集

団は活動の停滞に陥り，解散・消滅する例もみられ

るが，今でも農村部には様々な集団が残っている.

こうした既存の集団への参加をめぐって，在住民，

新規参入者それぞれの立場から不満が寄せられ，認

識の食い違いが一種の障壁を形成している.

新規参入者から見た場合，在住民にとっては当た

り前となっている農村集団の活動内容や目的が，新

規参入者にとっては当初わかりにくいことが多々

ある.しかし在住民がそれを適切に説明し，入会を

促しているかどうかについては疑問が残る.中には

一定期間生活しないと勧誘すらないというケース

もある.新規参入者にとって農村集団の難しさ・わ

かりにくさは特に以下の 2点にあるだろう.一点目
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はその役割の重層性である.ある集団が営農面の機

能と親睦の機能，あるいは複数の生活面の機能を併

せ持つという事例は多い.例えば先述した千葉県南

房総地域のほとんどの集落には「農家組合」という

集団が残っている.これは農林業センサスの集落調

査における「農事実行組合jに相当する集団である.

南房総地域では農協の末端組織として形成されて

おり，かつては稲作に係わる組織的な取り組みを執

り行うための農業集団として機能していた.しかし

地域の農業における稲作の位置づけが低下し，作業

自体も機械化と個別化が進むに連れ，農業集団とし

ての役割は薄れ，農協等からの情報伝達機能しか

残っていない集落が多くなっている.にもかかわら

ず，この集団は地域の最小区分である「組」単位で

結成されているため，自治体からの情報回覧など生

活に係わる情報伝達機能は維持されており，自給的

農家も含めほとんどの世帯が現在も加入し，集団と

して存続している.農業形態や生活様式の変化に

伴ってこうした機能の変化が進んだのであろうが，

新規参入者にとってはその経過をつかみにくい.な

ぜその集団が必要なのか，参加を求められるのか理

解しにくいのである.

もう一点は年齢階梯集団の存在である.地域の青

年団，特定の世代に限定した農村女性グ、/レーフ。や講

など，年齢を基準とする参入・退出ルーノレを持つ集

団が農村部では今も存在し，一定の役割を果たして

いる.しかしその役割はかなり変化している.にも

かかわらず，年齢ノレール(これ自体も変化している

が)の存在により参加を強く要請される場合もあれ

ば，逆に拒絶される場合もある.また概して若い世

代の集団は，具体的な役割を多々期待されながら，

地域全体の意思決定においては上の世代よりも弱

い立場に立たされていることが多い.こうした特性

も新規参入者にとっては簡単にはなじみにくいも

のと写る.

その一方，いったん集団の成員として認められる

と，地域内では数少ない若手・中堅層の一人である

新規参入者は，多くの役割を期待され，忙しさに苦

しめられることもある i営農集団では若手のまと

め役，青年団・消防団では世話役，さらに子どもの

学校ではPTA役員…」といった具合に，多くの役職

を兼務させられるのである.集団活動の多忙さが時

に日々の営農活動を拘束することもある.

(5) 日常的なつきあい・社交

最後に，農業を離れた日常生活におけるつきあ

い・コミュニケーションにおける問題を考えてみる.

新規参入者と在住民との聞には，当然のことながら

これまでの経歴や生活意識をめぐる違いがある.ま

た総じて農村社会では以前より構成員どうしの同

質性が重視されてきた.そのため価値観や社会的性

格をめぐる新規参入者の在住民との聞の僅かな違

いが日常のつきあいの場で過度に意識されやすい.

しかし在住民がどのように新規参入者を評価して

いるかについては，研究例はそれほど多くない.数

少ない研究例である津田 (2003)では，在住民は新

規参入者の農業形態や家族構成よりも集落慣行へ

の適応・同調自体を重視していること，集落の地理

的特性よっても新規参入者の評価に違いがあり，集

落慣行は山間部で特に重視されることが指摘され

ている.

一方，内山(1999)は，受け入れ側住民に対する

詳しいインタビューの内容を分析し，初期には地域

への参入に対する肯定的意見と否定的意見が交錯

するが，時間がたつにつれて肯定的意見にシフトし

ていくプロセスを明らかにしている.またその際，

新規参入者の不動産取得が地域への定着を在住者

に示唆し，肯定的な評価を助長することを指摘して

いる.

両者の評価には若干の違いがあるものの，参入初

期段階での日常的な社会コミュニケーションにお

いて，特に在住民側が新規参入者に対し地域規範へ

の同調を求めていることを指摘している点では共

通している.

3 新規参入企業にとっての社会的障壁

これまでは家族経営を前提とした経営体の新規

参入における社会的障壁を検討してきた.しかし農

業部門への新規参入は家族経営体ばかりでなく，法

人経営体の直接参入も一定数ある.特に近年では，

これまで農業に直接関与することのなかった一般

企業の農業参入事例が増加している.農地法をはじ

めとする諸制度に存在した参入障壁が緩和された

ことや，小泉内閣が進めた構造改革特区制度による

一般企業の農地リース方式による農業参入促進策

(のちに全国展開)はその傾向を助長している.ま

た一般企業の農業参入はマスコミの関心を集めて
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おり，農業構造改革の切り札のように報道されるこ

とも多い 2)

企業組織が農業に参入する場合，個人・家族レベル

とは異なる社会的障壁があるのだろうか.

まず注意しなければならないのは，一般企業が農

業を営む場合，その社員・従業員の居住コミュニ

ティと就業の場が異なる可能性が高くなることで

ある.特に企業が広い農地や大規模な施設を利用し，

相当数の従業員を雇用して参入する場合はその傾

向が強まる.家族経営農業では一般に職住が近接し

ているが，企業の農業参入事例ではそれを前提視す

ることはできない.そのため在住民は，就農の場で

あるとともに生活の場でもある地域に企業が入っ

てきたとしづ意識を強く持つが，企業の成員は生活

の場という意識をなかなか持てない.農村部の集団，

特に旧村・集落レベルで、展開する集団活動で、は，水

利や道路管理など，営農のための資源管理と生活維

持のための資源管理が同時になされていることが

ある.例えば水路や小河川は，農業用水を供給する

と同時に， (それ自体の是非が問われることもある

が)生活排水(浄化槽等で処理されたものであるが)

を流す場にもなっていることが多い.だからこそ非

農家が増えた集落でも，水路は営農・生活の両面で

重要な施設と認識され，その清掃は集落内の全戸が

出役することを原則とすることが多い.しかし生活

の場としての認識をなかなか持てない参入企業が

地域に入ってきた場合，こうした営農・生活両面に

係わる資源・施設を管理する上で在住民と企業との

聞に認識のズレを生じるだろう.これは双方にとっ

て新たな社会的障壁の基となる.

また，旧村・集落レベノレで成立している集団の多

くは，構成員として個人や家族を前提としており，

企業単位での加入を想定していないことがある.そ

うした集団では，ルールの再編を行わない限り，集

団内に企業を加えて協議することができない.参入

企業と当該地域のコミュニティ成員とのコミュニ

ケーションの場の設定自体が簡単ではないことも，

一種の障壁とし、えるだろう.

なお近年，企業による農業参入と個人・家族によ

る参入の中間的形態として，ノウハウや資材を提供

2) しかし神門 (2012)が指摘するように，マスコミによる単純化

された企業の農業参入をめぐる報道は，かえって現実に発生して

いる問題点をわかりにくくしたり，他の地道な取り組みへの関心

を失わせることにもつながる.

する組織経営体がメンバーの個別経営体の営農を

サポートし，収穫物の販売も斡旋する「フランチャ

イズ型農業経営」が畜産など一部の部門で成長を遂

げている 3) だがこうした経営システムに参加する

個別農家と地域社会との聞に生じうる問題点を津

田 (2011)が具体的に指摘している.フランチャイ

ズ型経営に参加する農家は，日々の栽培・肥育技術

もフランチャイズ本部の担当者から指導を受け，資

材の供給や製品の販売においても本部に依存する

ことが多い.そのため，当該地域の農業を担う農業

者や，農協・普及組織といった既存の農業関連機関

との関係性が希薄になりやすい.そのため地域農業

において孤立した存在になる恐れがある.問題が顕

在化すれば，新たな参入をネガティブに捉える在住

民が増え，社会的障壁を形成するだろう.

4.社会的障壁をめぐる諸困難

農業への新規参入をめぐる障壁となる事柄とし

てよく取り上げられるのは，農地の取得(貸借も含

む)，運転資金の不足，栽培技術の未熟さ，住宅な

ど生活基盤の確保の 4点である.生活基盤は社会的

障壁と重複する側面もあるが，これらを「経済的参

入障壁」と呼ぶことにする.経済的参入障壁の多く

は，受入側の農家・在住民と比較して，新規参入側

の保有量(無形の場合はノウハウの質)が相対的に

少ないために障壁と認識される.しかし適切に不足

分を補充するか，不足分を自ら補えるようサポート

すれば，障壁を低めることは可能であろう.また障

壁を緩和するための施策やノウハウもある程度確

立されている.だからこそ全国各地で就農支援のた

めの組織や研修事業が行われている.しかし経済的

障壁に比べ，本稿で扱う社会的障壁は，その対処を

めぐっていくつかの困難を抱えている.

まず，経済的参入障壁は参入前から「障壁Jであ

ることを認識しやすいのに比べ，社会的障壁はその

存在こそある程度認識できるものの，そのレベルを

参入前に把握したり理解することが難しい.むしろ

参入してしばらく経ってから強くかっ具体的に認

識されることが多いのではないか.例えば対人関係

や集団参加をめぐる障壁は，実際に地域住民とのや

りとりを一定期間行うことによって事後的に認識

3)フランチャイス、型農業経営については門間(2009)に詳しくまと

められている.
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されることが多い.また教育・医療といった社会資

本をめぐる障壁は，世帯員のライフステージの変化

(例えば親世代の高齢化，子どもの就学・進学など)

に伴って障壁が大きくなることも多い.参入する当

事者自身，参入時点での関心事が経済的障壁にシフ

トしており，社会的障壁への関心が薄いことを示唆

する研究例もある 4) このように，社会的障壁の具

体的な認識は事後的になされることが多い.筆者が

社会的障壁に「参入Jとし、う語を付けなかった理由

もここにある 5) 事前に具体的に認識できる障壁な

ら参入障壁と言い切れるだろうが，障壁の存在は認

識できても，その程度を参入前には理解しにくいの

が社会的障壁の重要な特徴と言える.

また，経済的な参入障壁に比べ，社会的障壁は具

体的なイツ、ンュー(論点・問題点)がケース毎に多

様であるため，類型的な把握やパターン化した把握

が難しい.例えば農業技術の未成熟としづ障壁につ

いては，多様なケースが想定されるものの，作目や

典型的な栽培ステージ毎に新規参入者が抱えやす

い困難・課題をある程度抽出することが可能である

し，それに対する改善策も部分的にはマニュアル化

できるだろう.しかし日常的な社交や集団活動の場

で発生する新規参入者と在住民の感覚のズレは，

ケース毎に極めて多様かっ個別的な問題であり，複

数のケースをまとめて類型的に把握し説明するの

は極めて困難である.同時に，万能薬的な対処策や

マニュアルを用意することもできない.多くの論者

が新規参入経営体の地域定着に有効であった方策

として，地域の事情に精通した「仲介者JI橋渡し

役Jの活躍を指摘している.筆者も同意するが，仲

介者の存在が重要であることは，それだけ具体的な

イッシューがそれぞれの地域の社会条件と関係し

ており，簡単には一般化できず，第三者でない地域

の在住者の直接的支援が不可欠であることを示唆

している.

5 おわりに

本稿では，新規参入を果たそうとする農業経営体

4)今井 (2010)を参照ーこの研究では，新規参入者に対し，参入

を決断した時点で意識した項目を複数回答で調べているが，前述

の 4つの経済的参入障壁に関連する項目が上位を占める一方，社

会的項目への関心は総じて低くなっている.

5)経済的障壁については，岩元 (2002)のように明確に「参入障

壁」と位置づける論稿が既に存在する.

が直面する社会的障壁について予備的考察を行っ

た.今後，社会的障壁に着いての理解を深めるとと

もに，その対応策を導き出すためにはさらなる検討

を要するが，どのような点に留意すれば良いだろう

か.

まず，内山 (1999)も指摘しているように，より

長期にわたる新規参入経営体の「定点観測J，すな

わち継続的調査が必要で、あろう.社会的障壁は時間

の経過やライフステージの変化によって障壁の認

識レベルが異なってくる.その過程を長期にわたり

観察し，比較考察することが求められる.

また，参入後一定期間を経た経営体が増加しつつ

ある今日，新規参入者どうしのネットワーク形成と

情報交換も有効であろう.小金津ほか (2008)は宮

城県のケーススタディを通じて，新規参入者が複数

いる地域では，先行する参入者が後発参入者と先住

民の橋渡し役となっていることを指摘している.先

んじて新規参入を果たした経営体の経験を収集・共

有することから，イッシューの個別性の強い社会的

障壁についてもある程度類型的な把握につながる

ヒントが生まれるかもしれない.また何より今後新

規参入を目指す人や組織にとって有用な情報とな

るであろう.

加えて，新規参入を果たした事例が増える一方で，

撤退した事例も相当数発生している.実際に調べる

ことには困難を伴うであろうが，参入を果たせな

かったケースにおいて社会的障壁がどのように作

用していたかも検討することが求められる.

最後に，仮に社会的障壁が取り払われた(または

緩和された)場合，新規参入経営体は在住民と同じ

ような社会的属性を備え，地域社会で同様に振る舞

うことになるのだろうか.またそうした同質的な地

域社会が農村および農業経営にとって望ましいの

であろうか.そうとは言えないだろう.在住民と異

なる考え方やノウハウを身につけた新たな住民の

存在が在住民にとって刺激となり，在住民も新規参

入者からいろいろなことを学ぶような社会であっ

てこそ，真の「共存」といえるだろう.秋津 (1997)

は都市部からの新規参入者が相対的に高い言語化

能力を持ち，エコロジー・環境問題などに対する意

識も高いことを指摘するとともに，受入側農民に対

し，新規参入者のこうした特性を「アンテナ」とし

て位置づけ，アンテナを通じて自らの姿勢を反省す
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る(振りかえる)ことを求めている.期待されるの

は受動的・同質的な農村社会でなく，新規参入を

きっかけとして自らをも変革する農村なのである.
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